
 
 

 

 

令和２年の地方からの提案等に関する対応方針（抄） 

 

令和２年 12 月 18 日 

閣 議 決 定 

 

５ 義務付け・枠付けの見直し等 

 

 

【総務省】 
 

（６）自衛隊法（昭 29法 165）及び住民基本台帳法（昭 42 法 81） 

自衛官又は自衛官候補生の募集に関し必要な資料の提出を防衛大臣から求

められた場合（自衛隊法 97 条１項及び同法施行令 120 条）については、市区

町村長が住民基本台帳の一部の写しを提出することが可能であることを明確

化し、地方公共団体に令和２年度中に通知する。 

（関係府省：防衛省） 

 

【防衛省】 
 

（１）自衛隊法（昭 29法 165）及び住民基本台帳法（昭 42 法 81） 

自衛官又は自衛官候補生の募集に関し必要な資料の提出を防衛大臣から求

められた場合（自衛隊法 97 条１項及び同法施行令 120 条）については、市区

町村長が住民基本台帳の一部の写しを提出することが可能であることを明確

化し、地方公共団体に令和２年度中に通知する。［再掲］ 

（関係府省：総務省） 
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